








【要約】

3項目のリサーチクエスチョンに対して研究した。

1.マタニティーブルーズと産後うつ病の発症に関するわが国の実態はどうか。

平成 5 年度に作成した、日本版尺度(厚生省研究班マタニテイーブルーズ・産後うつ病評

価尺度)を用いて行なった地域・全国の両調査の成績を概括すると次の結果となった。す

なわち、現在、本邦でのマタニテイーブルーズの発症は約 300/1000 分娩と推察される。

これに対して、ロンドン在住日本人では約 400/1000 分娩の頻度が得られた。また、文献

的には英国人で約 700/1000 分娩の発症が知られている。産後うつ病に関してうつ病尺度

を用いて測定すると約 150/1000 分娩が発症のハイリスク集団であり、これは英国の状況

と近似する。このうち実際の発症は約10/1000 分娩と見積られ、うち精神科診療を受ける

ものは約 1/1000 分娩である。なお、英国の発症頻度は本邦と大差ないようであるが、受

療率はより高く見積られる。

2.妊産婦に対する精神面支援は妊娠・分娩における身体的・精神的問題の解決に有効か。

精神面支援の方策を、妊産婦を対象とする文書配付、個人面接、集団面接の三通りとして、

その効果を精神尺度(妊娠中の不安、産後の精神機能障害)と身体尺度(異常妊娠・分娩経

過)により評価した。妊娠中の妊婦の不安は産後の精神機能障害の発症と相関性が認めら

れる。また、分娩経過の異常ともわずかながら相関を認める。これに対して、精神面の支

援は精神尺度・身体尺度においてともに良好な結果を導いた。このうち、効果が著しいの

は支援方策のうちで個人指導を選択した場合であり、ことに担当助産婦が外来から入院に

わたって行なう場合が有効である。

3.母児同室のメリット・デメリットを医学的に立証できるか。

昨年度、母児同室制を望みつつも実施できない現状が調査結果として表された。これを受

けて、医学的有用性を立証する必要から、母性とその行動を健全に育成する方策のひとつ

として出産直後からの母児の分離・非分離による児の初期保育を取り上げ精神医学的に評

価した。その結果、母児の非分離環境は母にとって育児動機を高める効果が示された。逆

に、新生児異常や産褥母体異常などにより母児分離を行なったものでは精神機能障害のリ

スクが高い。


